
2　継続特別事業の内容：

42,720,578 円 変更前 上段：変更前
33,150,407 円 変更後 下段：変更後

（　単位　：　円　）
基金処分額

通信料・維持管理費 0 0

整備費 0

通信料・維持管理費 2,625,564 2,625,000

整備費 0

通信料・維持管理費 2,644,106 2,644,106

整備費 0

通信料・維持管理費 2,667,258 2,667,258

整備費 0

通信料・維持管理費 2,667,258 2,674,188

整備費 0

通信料・維持管理費 2,674,188 2,674,188

整備費 0

通信料・維持管理費 3,275,712 12,741,212

整備費 9,454,500

通信料・維持管理費 2,672,678 10,240,678

整備費 7,568,000

通信料・維持管理費 3,877,236 3,877,236

整備費 0

通信料・維持管理費 3,820,300 3,820,300

整備費 0

通信料・維持管理費 3,877,236 3,877,236

整備費 0

通信料・維持管理費 3,829,320 3,829,320

整備費 0

通信料・維持管理費 3,877,236 3,877,236

整備費 0

通信料・維持管理費 1,769,482 4,497,357

整備費 2,879,511

通信料・維持管理費 3,877,236 3,877,236

整備費 0

通信料・維持管理費 0 0

整備費 0

通信料・維持管理費 3,877,236 3,876,003

整備費 0

通信料・維持管理費 0 0

整備費 0

年度

4,186

基金造成額

0 4,186 一式 10,379,186

令和５年度 4,879,000

基金残額
交付金 市町村費等 運用益 事業費 基金処分額計 継続特別事業の内訳

規模・数量
等

平成30年度 0

5,219

4,991

2,381

0

3　継続特別事業の始期及び終期：
平成30年3月から令和8年3月まで　変更後

4　継続特別事業に要する経費の総額：

5　経費の内訳

基　金　全　体　計　画　書

   事業の名称：新田原飛行場関連再編関連特別事業（情報通信の高度化に関する事業：公衆無線ＬＡＮ整備基金）

1　継続特別事業の目的： 住民の情報通信の高度化を図るために整備した公衆無線ＬＡＮの通
信料の確保及び維持管理の費用に充てるため基金を造成する。

公衆無線ＬＡＮに係る整備、通信料及び維持管理の費用

平成30年3月から令和10年3月まで　変更前

15,076,627令和２年度 0 0 5,219 一式

令和４年度 0 0 2,381 一式

13,000,000平成29年度 13,000,000 0 13,000,000 一式0

22,363,430

17,738,666

9,624,599

6,750,233

〃 3,875,950

〃 0

170 見込み

令和３年度 9,956,000 0 9,960,991 一式

令和元年度 10,000,000 0 10,003,586 一式3,586

令和６年度 0 0

一式

一式

一式

936

0

0

0

令和９年度 0 0 53 53

一式

一式

42,736,711

92

42,715,000 21,711

令和８年度 0 0 97 97

一式

〃

32,956,000 0 42,207 32,998,207

令和７年度 4,880,000 0 4,880,092

計 0 42,736,711

33,150,407 32,998,207

0 0 636 636

0 0 11,775 11,775

0 0 5,614 5,614

0 0 0 0

0 0 0 0

一式

42,720,578

7,753,089

10,627,299

4,491,743

8,309,288

12,128,952

9,956,000 0 4,991 9,960,991

0 0 6,200 6,200

22,363,430

170

4,879,936 〃



別紙　

１　変 更 理 由

２　変 更 内 容

 （変更前）
　継続特別事業の始期及び終期　：　平成２９年度～令和９年度

　継続特別事業に要する経費の総額　：　４２,７３６,７１１円

  基金造成額（交付金）：４２，７１５，０００円

 （変更後）
　継続特別事業の始期及び終期　 ：　平成２９年度～令和７年度

　継続特別事業に要する経費の総額　：　３３，１５０，４０７円

  基金造成額（交付金）：３２，９９８，２０７円

理　　由　　書

　本事業は、住民や観光客が集う施設にインターネット環境を整備することで行政情
報等を発信し、利用を促すことで利便性の向上を図るとともに災害発生時にも住民等
が広く情報収集できる状態を確保するため公衆無線ＬＡＮの整備を行い維持管理等を
行っているものです。
　今般、既設APの再整備のため、事業費及び事業実施年度の見直し及び今後、特定
防衛施設周辺環境整備調整交付金事業において実施するため、基金全体計画を変
更するものです。


